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「介護型ケアハウス宝塚」重要事項説明書 

 

 

当事業所は約款に基づき指定特定入居者生活介護サービスを提供します。事業所の概要や提供される

サービスの内容、ご注意いただきたいことを次のとおり説明致します。 

※当サービスの利用は、要介護認定等の結果｢要支援｣「要介護」と認定された方が対象となります。 

 

１ 事業者の概要 

事業主体名 社会福祉法人 聖隷福祉事業団 

代表者氏名 理事長  青木 善治 

所在地 

 

〒430-0946 

静岡県浜松市中央区元城町218-26聖隷ビル 

電話番号等 電話：053-413-3300（代表） 

FAX：053-413-3314 

 

２ 事業所の概要 

事業の種類 特定施設入居者生活介護 

平成２６（２０１４）年４月１日 

兵庫県指定  第2871103269号 

施設の名称 ケアハウス宝塚 

所在地・連絡先 住所：〒665-0826  兵庫県宝塚市弥生町2-2 

電話：0797-85-3706 

FAX：0797-85-3562 

施設長 中原 純平  

建物の構造 

延床面積 

鉄筋コンクリート造地上６階建 うち５階～６階（一部）部分 

 ３４２９．１６㎡ 

事業所の運営方針 『 一人ひとりの想いを真心と愛で結ぶ 』 

私たちは、高齢者、障がい者、子供、家族、地域、社会、そして職員の

「一人ひとり」の「想い」を大切にし、人のために尽くそうという純粋で

偽りや飾りのない「真心」と 聖隷福祉事業団の基本理念である「隣人

愛」で「結ぶ」ことで、喜びや悲しみを分かち合います。 

そして、共にいきいきとその人らしく最期まで生活ができる施設として、

地域の福祉向上に寄与します。 

≪ サービス方針 ≫ 

① 思いやりの心、敬いの心をもって一人ひとりと“心でつながる関

係”を大切にします。 

② 馴染みの関係の中で一人ひとりの“想いや個性を尊重した生活”を

支援します。 

③ できる力に目を向け、“創造性のある真心をもったケア”で支援し

ます。 

④ ご家族や地域との“結びつき”を大切にします。 

⑤ “挑戦する心”を持ち、人として成長するために常に研鑽します。 

（兵庫県指定  第 ２８７１１０３２６９ 号） 

 



利用定員 ７０名 

居室の概要 一人部屋 ７０室  一人当たりの面積 約18.65㎡ 

主な設備 ① リビング・ダイニング 各ユニット内  

② 機能能訓練・レクリエーションルーム  

③ 家庭用浴室 各ユニット内  機械浴室 各階 

④ 共用施設  相談室、調理室、洗濯室、ロビー、トイレ 等 

⑤ 設備関係  介護用ベッド、鍵つきチェスト、ナースコール、 

エレベーター、スプリンクラー 等 

 

３ 職員の配置状況  

当事業所では、利用者に対して指定特定施設入居者生活介護等サービスを提供する職員として、以下

の職種の職員を配置しています。 

＜主な職員の配置状況＞ ※職員の配置については、指定基準を遵守しています。 

職     種 常勤換算 指定基準 

管理者    １名 １名 

生活相談員    １名    １名 

介護職員   ２８名以上（介護看護職員の合計） 

入居者２．５人に対し介護看護職員の割合１名 

   ２４名 

（３：１） 

看護職員    ２名以上    ２名 

機能訓練指導員    １名    １名 

計画作成担当者    １名    １名 

管理栄養士    １名   １名 

 

＜主な職種の勤務＞ 

職   種 勤  務  時  間 

管理者 日 勤     ９：００～１７：３０ 

生活相談員 日 勤     ９：００～１７：３０ 

計画作成担当者 日 勤        ９：００～１７：３０ 

介護職員 早 番     ７：００～１５：３０ 

日 勤     ９：００～１７：３０ 

遅 番    １２：３０～２１：００／１３：３０～２２：００ 

夜 勤    １７：３０～９：００ 

看護職員 

機能訓練指導員 

早 番     ８：００～１６：３０ 

日 勤     ９：００～１７：３０ 

遅 番    １０：３０～１９：００ 

※ 上記の勤務時間は標準的なものであり、曜日や状況により、異なります。 

 

 

 

 

 



４ 特定施設サービス計画 

① 事業者は、介護支援専門員に利用者のための特定施設サービス計画等の作成に関する業務を

担当させるものとします。 

② 介護支援専門が特定施設サービス計画書を作成する際には、適切な方法により、利用者等の意 

向や利用者の有する能力、そのおかれている環境等の評価を通じて、利用者が自律した日常生 

活を営むことが出来るように支援する計画を作成します。 

③ 特定施設サービス計画等は、計画担当介護支援専門員が特定施設サービス計画等について 

利用者及びその家族（以下、「利用者等」という）に対し説明し同意を得たうえで決定します。 

④ 事業者は、６か月に１回もしくは利用者の心身の状況の変化に応じて必要とされる場合、また 

は利用者等の要請に応じて、計画作成担当介護支援専門員に特定施設サービス計画等につい 

て変更の必要があるかどうかを調査させ、その結果、特定施設サービス計画等の変更の必要が 

認められた場合には、利用者等と協議し、特定施設サービス計画等を変更するものとします。 

⑤ 事業者は、特定施設サービス計画等を変更した場合には、利用者等に対し書面を交付し、その 

内容を説明し同意を得たうえで決定します。 

５ 当事業所が提供する介護保険サービス 

（１）基本サービス内容（利用料に含まれるもの） 

種   類 内   容 

食事 ◇  利用者の状況に応じて適切な食事提供、介助を行います。 

◇  原則として食堂での食事提供、介助を行いますが、食堂以外での食事 

  を希望する場合には安全に配慮し対応します。 

◇ 食事時間は決まっていますが、生活リズムに合わせて提供します。 

◇  身体状況に応じた治療食等の提供を行います。 

入浴 

 

◇ 利用者の状況に応じて適切な入浴介助を行うと共に、入浴の自立につ

いても適切な援助を行います。 

◇  寝たきりでも機械浴を使用して入浴することが出来ます。 

◇  原則週２回の入浴又は清拭の援助を行います。 

排泄 

 

◇  利用者の状況に応じて適切な排泄介助を行うと共に、排泄の自立につ

いても適切な援助を行います。 

身辺介助 

 

◇ 移動介助、体位変換、衣類の着脱、身だしなみ介助（歯磨き、洗顔、

整髪等）を行います。 

◇ 寝たきり防止のため、出来る限り離床に配慮します。 

◇ 生活リズムを考え、毎朝夕の着替えを行うよう配慮します。 

◇ 快適な生活を送れるよう適切な環境を整えます。 

機能訓練 ◇  機能訓練指導員により利用者の状況に適した機能訓練を行い、身体機

能の低下を防止するよう努めます。 

健康管理 ◇ 利用者の健康管理に努めます。 

◇ 利用者の服薬管理を行います。 

◇ 緊急時には主治医あるいは協力医療機関等への引継ぎを行います。 

◇ 看護職員又は医療機関との連携により、24 時間連携体制を確保し、 

かつ、健康上の管理（夜間看護オンコール体制）を行います。 

◇ 定期健康診断の機会を設けます。（実費） 



巡回サービス ◇ 日中及び夜間の定期的な巡回による安全確保に努めます。 

相談及び援助 ◇ 利用者及びご家族からの相談について誠意を持って応じ、可能な限り

必要な援助を行うよう努めます。 

生活サービス 

 

◇ 利用者の居室・共用部分の清掃、整理等を行い、快適な生活を送れる

よう適切な環境を整えます。 

◇ リネン類の交換を行います。 

◇ 日常衣類（私物）の洗濯を行います。 

レクリエーション等 ◇ 個人で選択できる各種趣味活動等を提供します。 

※材料費等は実費にてご負担いただく場合があります。 

◇ 季節ごとのイベント及び行事等を企画します。 

※実施に関する費用は月額の料金に含まれます。 

 

 

（２）その他の介護保険外サービス（別途費用のかかるもの）      ※費用は別添料金表に記載 

通院・受診時の 

付き添い 

◇ 利用者及びご家族の状況に応じて通院・受診の付き添いを行います。 

但し、指定協力医療機関への付き添い費用は不要です。 

通院・受診時の 

交通費 

◇ 通院・受診時の交通費（介護タクシー等利用）は実費負担となります。 

但し、緊急時の場合は除きます。 

個別外出同行援助 ◇ 施設行事以外の利用者の個別希望に応じた外出の同行援助を行います。 

入浴 ◇ 介護浴で週３回目については浴室の空き状況・施設体制・利用者の状況

に合わせて要相談の上、有料にて実施します。但し、介助（誘導、見

守り含む）が不要な場合は無料です。 

日常生活品 

おむつ等について 

◇ 基本的に日常生活用品は、ご家族様にご用意をお願いしています。 

◇ ご用意が難しい場合には、実費にて施設でご用意できます。また、購入

代行が必要な場合には、利用者及びご家族の状況によって共同購入など

にて代行します。 

◇ おむつについても実費で施設でもご準備できます。 

クリーニング 

サービス 

◇ 施設内での洗濯が困難な衣類（私物）については、ご家族等でお持ち帰

りいただくか、ドライクリーニング等で業者に依頼していただきます。 

ご家族等のお食事 ◇ ご家族等の追加の食事が必要な場合には、３日前までの予約となりま

す。 

理美容 ◇ 理美容の機会を設けておりますので、ご希望の方は申し出てください。 

貴重品の管理 ◇ 重要書類管理サービス 

入居期間中、ご利用者の介護保険証、医療保険証、減免認定証、障害者

手帳、その他施設で指定するものは無料でお預かり致します。 

◇ 預かり金管理サービス 

預金通帳、印鑑、有価証券等は原則としてお預かりいたしません。事情

により身元引受人での管理が困難な場合に限り、別途「預かり金管理規

定」に基づきお預かりいたします。 



○管理する金銭の形態：施設の指定する金融機関に預け入れている 

預金（定期預金は含みません） 

○お預かりするもの：上記預貯金通帳と金融機関へ届け出た印鑑 

○保管管理者：施設長 

○出納方法：手続の概要は以下の通りです。 

・預金の預け入れ及び引き出しが必要な場合、備え付けの届出書を

保管管理者へ提出していただきます。 

・保管管理者は上記届け出の内容に従い、預金の預け入れ及び引き

出しを行います。 

・保管管理者は出入金記録を作成し、その写しを定期的にご契約者

へ交付します。 

○利用料金：１か月あたり  ８００円（税別） 

◇ 立替金の利用 

○日常生活資金処理のため、施設の用意する立替金をご利用頂けま

す。施設の立て替えた費用については、翌月の施設の指定する日に

利用料と一緒に一括して請求します。 

 

６ 利用料及びその他の費用 

◇  介護保険制度における利用料は介護報酬の告示上の額とし、「別添料金表」のとおりとしま

す。また、保険給付対象以外のサービス費用についても「別添料金表」のとおりとします。 

介護保険からの給付額に変更があった場合、変更された額に合わせて利用者の負担額を変更し

ます。その場合は、事前に変更内容についてご説明いたします。 

◇  限度額内のサービスのうち、高額サービス費に該当する場合は、償還払いで給付されます。 

◇  契約者がまだ要介護認定等を受けておらずサービスを利用した場合には、一旦、保険給付の対

象とならないサービス利用料を全額お支払いいただきます。但し、自己負担額を除く金額が介

護保険から払い戻されます（償還払い）。 償還払いとなる場合、ご契約者が保険給付の申請を

行うために必要となる事項を記載した「サービス提供証明書」を交付します。 

◇  利用料の支払い方法について 

原則として金融機関口座引き落としとなります。但し、金融機関の引落しの手続き前及び急な

退所等により、銀行振り込みとさせていただく場合があります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



７ 医療 

協力医療機関の概要 

及び協力内容 

◇ 協力医療機関 

機 関 名   小山内科循環器クリニック 

住   所   宝塚市山本東3-11-25 山本東ビル1F 

診療科目   内科・循環器 

◇ 協力医療機関 

病院の名称 宝塚エデンの園付属診療所 宝塚第一病院 

所在地 兵庫県宝塚市ゆずり葉台 3-1-1 兵庫県宝塚市向月町１９－５ 

診療科 内科,ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ科,整形外科他 内科,外科,整形外科,脳神経外科他 

病院の名称 宝塚病院 こだま病院 

所在地 兵庫県宝塚市野上 2-1-2 兵庫県宝塚市御殿山 1-3-2 

診療科 内科,外科,循環器科,脳神経外科他 内科,外科,胃腸科,眼科,脳神経外科他 

◇ 協力歯科医療機関 

機 関 名    広瀬歯科医院    

住   所     宝塚市小浜3-9-20 

診療科目    訪問歯科診療 

利用者が医療を要 

する場合の対応 

◇ 疾病・負傷等により治療が必要となった場合には、ご利用者の意思を確

認し、身元引受人等の同意を得て、協力医療機関、近隣の病院等の受診

に協力をいたします。※ 医療費はご利用者の負担となります。 

◇ 通院等の付き添い 

ご利用者及びご家族の状況に応じて付添を行いますが、ご家族にもご 

協力をお願いします。医師からの説明確認等、状態把握をお願いしま 

す。 

◇ 入院治療を必要とする場合は、ご利用者の意思を確認し、身元引受人等

の同意を得て、医師の判断・指示により、入院の協力をいたします。 

◇ 入退院時の付き添い 

○入退院時の付き添い（検査、入院申込み等）をお願いします。 

○夜間、緊急時は救急車に職員が同乗しますが、救急車出発までに間に

合うようであれば同乗をお願いします。 

◇ ご利用者の長期の外泊・入院期間中に、施設より、地域の社会資源の有

効活用の考え方から空室利用として特定施設短期利用の居室として使用

したい旨の申し出があった場合、期間中の空室利用についてご相談させ

ていただく場合があります。 

短期利用の期間中は、サービスの提供に要する費用（事務費）以外の負

担はありません。  

◇ 夜間・緊急時の対応については、利用開始時に確認いたします。 



８ 契約の終了・解除 

契約の終了 ◇ 以下の場合には当施設の利用は自動的に終了します。 

①利用者が死亡した場合  

②要介護認定により利用者の心身の状況が非該当と認定された場合 

③事業者が解散した場合、破産した場合又はやむを得ない事由により 

当施設を閉鎖した場合 

④施設の滅失や重大な毀損により、利用者に対するサービスの提供が 

不可能になった場合 

⑤当施設が介護保険の指定を取り消された場合又は指定を辞退した場合 

⑥利用者から退居の申し出があった場合（詳細は以下をご参照下さい。） 

⑦事業者から退居の申し出を行った場合（詳細は以下をご参照下さい。） 

契約の解除 ◇ 利用者からの契約解除 

契約を解除しようとするときは、１ヶ月以上前に事業者の定める「解約届」 

を事業者に提出することにより、その「解約届」に記載された契約解除日を 

もってこの契約を解除することができます。但し、以下の場合には、即時に 

利用を解除・終了し、施設を退居することができます。 

①介護保険給付対象外サービスの利用料金の変更に同意できない場合 

②事業者もしくはサービス従事者が正当な理由なく約款に定める介護福 

祉施設サービスを実施しない場合 

③事業者もしくはサービス従事者が守秘義務に違反した場合 

④事業者もしくはサービス従事者が故意又は過失によりご利用者の身体 

・財物・信用等を傷つけ、又は著しい不信行為、その他本利用を継続

しがたい重大な事情が認められる場合 

⑤他の利用者が利用者の身体・財物・信用等を傷つけた場合もしくは傷 

つける具体的な恐れがある場合において、事業者が適切な対応をとら 

ない場合 

◇ 当事業所による契約解除 

以下の事由に該当する場合等に当事業所は本契約を解除することができま

す。この場合、当事業所は、ご利用者・身元引受人様に対する説明、協議の

場を設けます。 

①ご利用者・身元引受人が、利用同意の締結に際して、その心身の状況及

び病歴等の重要事項について、故意にこれを告げず、又は不実の告知を

行い、その結果本利用を継続しがたい重大な事情を生じさせた場合 

②ご利用者・身元引受人による、サービス利用料金の支払いが３か月以上

遅延し、相当期間を定めた催告にもかかわらず、これが支払われない場

合 

③事業者が防止策をとったにも拘わらず、ご利用者、身元引受人、または

その家族等が、故意又は重大な過失により事業者又はサービス従事者も 



しくは他の利用者等の財物・信用等を傷つけ、又は著しい不信行為等によ

って、本利用を継続しがたい事情を生じさせた場合 

④ご利用者及び身元引受人、またはその家族等が、当施設の職員に対し

て、ハラスメントや暴言等の法令違反やその他の著しい常識を逸脱す

る行為を行った場合 

⑤ご利用者の行動が他の利用者やサービス従事者の生命、身体、健康に重

大な影響を及ぼすおそれ、あるいは、ご利用者が重大な自傷行為を繰り

返すなど、本利用を継続しがたい重大な事情が生じた場合 

⑥ご利用者及び身元引受人、またはその家族等が、暴力団関係者による不

当な行為の防止等に関する法律（兵庫県暴力団排除条例・兵庫県条例第

35号）に基づき暴力団関係者又は、暴力団関係者との利害関係者である

ことが判明した場合。また、施設をその事務所その他の活動の拠点に供

した場合  

⑦ご利用者が連続して３か月を越えて病院、診療所に入院すると見込まれ

る場合、もしくは入院した場合 

⑧ご利用者が介護老人保健施設に入所した場合もしくは介護療養型医療施

設に入院した場合 

⑨ご利用者の病状、心身状態等が著しく悪化し、当施設での適切な介護特

定施設入居者生活介護サービスの提供を超えると判断された場合 

 

９ 退居等に伴う居室原状復帰負担金 

入居時の原状復帰を基本とし、利用者（身元引受人等）に対応していただきます。 

◇  退居日が決まりましたら前日～５日前に室内の使用状況確認をさせて頂きます。 

◇  居室の鍵を破損・紛失されている場合には製作・交換にかかる実費を請求させていただき 

ます。 

◇  居室内の管理及び清掃に関しては自己責任においてお願いしております。管理及び清掃を 

怠ったことに起因する排水・配管の詰まり、エアコンの不具合、備品の破損に関しては実 

費を請求させていただきます。 

◇  居室内の造作上の変更があった場合、著しい傷や汚れなどは、実費にて入居時の原状に修 

復していただきます。 

◇  施工業者については相談に応じます。 

◇ 寝具については、ご利用時の状況に応じて、ベッドマットレスのクリーニングにかかる実 

費を請求させていただきます。 

１０ 身元引受人 

身元引受人について ◇ ご利用者は、身元引受人を定めるものとします。なお、身元引受人は、

民法（債権法）に定める連帯保証人としての責務を負います。また、 

社会通念上、身元引受人を定めることができない相当の理由がある場 

合は、この限りではありませんが、事業者と相談のうえ第三者機関の 

活用などの方途について検討するものとします。 



身元引受人の義務及

び役割 

◇ 身元引受人は、利用契約にかかる各条項のほか、以下の各項目に従い 

債務を保証することになります。 

①身元引受人は、ご利用者と連帯して本契約から生じるご利用者の債務

を負担すること 

②前項の身元引受人（連帯保証人）の負担は、極度200万円を限度とす

ること 

③身元引受人の請求があったときは、事業者は連帯保証人に対し、遅延

なく利用料等の支払い状況や滞納金の額、損害賠償の額等、利用者の全

ての債務の額等に関する情報を提供すること 

◇ 身元引受人は、前項の責任のほか、次に定める責任を負います。 

①ご利用者が疾病等により医療機関に入院する場合に入退院にかかる手

続き、費用負担などの手続きを円滑に遂行すること 

②本契約が終了した場合に、事業者と協力してご利用者の状態に応じた

受け入れ先を確保すること 

③ご利用者が死亡した場合、速やかに遺体及び遺留金品の引き取り等、

必要な処理を行うこと 

④事業者からご利用者の生活及び健康の状況並びにサービスの提供状

況、施設の運営上の変更等を必要に応じて連絡を受けて、入居者の生活

において必要と思われる事項について執り行うこと 

◇ 身元引受人の住所、氏名に変更があったときは、その旨を直ちに事業者

に通知するものとします。 

◇ 身元引受人が死亡や破産宣告をうけた場合など、役割を果たせなくなっ

たときは、あらたな身元引受人を立てていただきます。但し、社会通念

上、身元引受人を立てることが出来ないと認められる場合はこの限りで

はありませんが、事業者と相談のうえ第三者機関の活用などの方途につ

いて検討するものとします。 

 

１１ 苦情の受付 

利用者からの苦情に迅速かつ適切に対応するために、相談窓口を設置し必要な措置を講じます。 

当事業所の窓口 ◇  窓口担当者     髙松 英理 

◇ 解決責任者    施設長 中原 純平 

◇  受付時間      9：00～17：30 

◇  受付方法      電 話 0797-85-3706 

ＦＡＸ 0797-85-3562 

◇ 意 見 箱      施設内各所 

事業所外の窓口 ◇ 第三者委員 

  氏名  帆足 昭徳 様    

  職名  宝塚市こども審議会委員 

  氏名  風間 朋子 様 

  職名  関西学院大学 人間福祉学部准教授 

 



◇ 宝塚市市役所介護保険課  

所在地  〒665-8665 宝塚市東洋町1-1 

電話番号  0797-77-2136 

 

◇ 兵庫県国民健康保険団体連合会 

所在地  〒650-0021 兵庫県神戸市三宮町1-9-1-1801 

電話番号  078-332-5601 

 

１２ 当事業所が厳守すべき事項 

① ご利用者の生命、身体、財産の安全やプライバシーの保護に配慮します。 

② ご利用者の体調、健康状態からみて必要な場合には、医師又は看護職員と連携の上、ご利用 

者から聴取、確認します。 

③ 非常災害に関する具体的計画を策定するとともに、ご利用者に対して、運営規程に基づいて

定期的に避難、救出その他必要な訓練を行います。 

④ ご利用者が受けている要介護認定の有効期間満了日の３０日前までに、要介護認定の更新の

申請のために必要な援助を行います。 

⑤ ご利用者に提供したサービスについて記録を作成し、５年間保管するとともにご利用者の請

求に応じて閲覧させ、複写物を交付します。但し、複写費用については、有料となります。 

⑥ ご利用者に対する身体的拘束その他行動を制限する行為を行いません。但し、ご利用者また

は他の利用者等の生命、身体を保護するために緊急やむを得ない場合には、記録に記載する

などして、適正な手続により身体等を拘束する場合があります。 

⑦ 感染症及び食中毒の発生やまん延を防ぐ為に委員会を設置し、感染予防に関する指針の作成

や職員研修を行うと共に、感染症の発生が疑われる際は対応の手順に従い対応します。 

⑧ 介護上の事故等の発生及び再発防止の為に、事故発生時の対応に関する指針を整備すると共

に、事故報告を分析し、改善策を検討する委員会を設置し、職員への周知や研修会を開催し

て再発防止に努めます。 

⑨ 事業者及びサービス従事者または従業員は、サービスを提供するにあたって知り得たご利用

者又はその家族に関する事項を正当な理由なく、第三者に漏洩しません。（守秘義務） 

但し、ご利用者に医療上の必要がある場合には、医療機関等にご利用者の心身等の情報を提

供します。また、ご利用者の円滑な退居のために援助を行う際に情報提供を必要とする場合

には、ご利用者の同意を得て行います。生命、身体の安全確保に努めます。 

 

１３ サービス利用にあたっての留意事項 

◇ 利用者は、事業所内の備品等を使用される際、必ず職員に声をかけてください。 

◇ 来訪者は、当事業所で準備した手指消毒液にて消毒を行ってください。 

◇ 来訪者は、面会時には面会簿に名前、住所等を記入してください。 

◇ 来訪者が宿泊する場合には、特別な事情がない限りゲストルーム（有料）を使用して頂き 

ます。 

◇ 当事業所の敷地内はすべて禁煙となっております。 

◇ 騒音等他の利用者の迷惑になる行為は慎んでください。 

◇ 他の利用者への政治活動及び宗教活動等はできません。 



◇ 主治医等からの心身の状態に関して指示を受けた場合は、職員にお知らせください。 

◇ 利用者またはその家族は、体調の変化があった際には事業所の職員にご一報ください。 

◇ 利用者に対する介護上の必要が認められる場合、利用者、身元引受人の同意を得て居室を 

変更することがあります。 

◇ 事業所内での金銭及び食物などのやりとりは、ご遠慮ください。 

◇ 職員に対する贈物や飲食のもてなしは、お受けできません。 

 

１４ 看取り介護について 

◇ 当施設では、看取り介護に関する基本的理念及び、それに基づくサービス提供の方針を具体的 

に定め、医師及び医療機関との連携を図り、多職種協働の体制のもと、ご家族のご意向を確認 

し、共にご利用者の終末期の支援をして参ります。 

 

１５ 医療的ケアについて 

◇ 当施設では厚生労働省の通知（平成２２年４月１日医政発0401第17号厚生労働省医政局長通 

知）を受け、ご利用者に対する口腔内、鼻腔内の痰の吸引、胃ろうによる経管栄養に係るケア 

の一部を主治医、看護職員の指示の下、看護職員と介護職員が協働して実施する方針です。 

そのために、介護職員への研修体制の整備、嘱託医による看護職員や介護職員への指導の実 

施、「医療的ケア連携推進委員会」による実施状況の把握や研修内容の見直しを定期的に行う 

等、ご利用者の安全確保に向けて最善を尽くします。 

 

１６ 事故発生時の対応及び損害賠償 

事故発生時の対応 ◇ 事故が発生した場合には、ご利用者やその家族に対し、速やかに状況を

報告、説明し、その被害の拡大防止を図るなど必要な措置を講じます。 

◇ 状況、処置等の記録を残し、必要に応じて区市町村へ報告します。 

対応方法 ◇ 対応方法については、対応マニュアルを定めており、その都度原因を解

明し、再発生しないように対策を講じてゆきます。 

損害賠償 ◇ 当施設において、事業者の責任によりご利用者に生じた損害について

は、事業者は速やかにその損害を賠償いたします。但し、その損害の発

生について、ご利用者に故意又は過失が認められる場合においてご利用

者の置かれた心身の状況を考慮して相当と認められるときには、事業者

の損害賠償責任を減じる場合があります。 

◇ 事業者は、自己の責に帰すべき事由がない限り、損害賠償責任を負いま 

せん。とりわけ以下の各号に該当する場合には、事業者は損害賠償責任

を免れます。 

①利用者（その家族、身元引受人等も含む）が、利用同意の締結に際 

し、ご利用者の心身の状況及び病歴等の重要事項について、故意にこれ 

を告げず、または不実の告知を行ったことにもっぱら起因して損害が発 

生した場合 

②利用者（その家族、身元引受人等も含む）が、サービスの実施にあたっ 

て必要な事項に関する聴取･確認に対して故意にこれを告げず、または 

不実の告知を行ったことに専ら起因して損害が発生した場合 



③利用者の急激な心身状態の変化等、事業者の実施したサービスを原因と 

しない事由に専ら起因して損害が発生した場合 

④利用者が、事業者もしくはサービス従事者の指示等に反して行った行為 

に専ら起因して損害が発生した場合 

 

１７．個人情報の取り扱いについて 

当施設とその職員は、業務上知り得たご利用者または身元引受人若しくはそのご家族等に関する情報を、

正当な理由なく第三者に漏らしません。但し、下記事項の目的・条件において個人情報を使用します。 

１．個人情報の使用目的 

① ご利用者の皆様へ提供する介護サービスのため 

② ご家族の方への心身の状況説明のため 

③ 介護サービスや業務の維持、改善のための基礎資料のため 

④ 介護保険事務のため 

⑤ 利用の管理､会計､経理､事故等の報告、介護サービスの向上等管理運営業務のため 

⑥ 当施設で行われる学生実習への協力のため 

⑦ 損害賠償保険などに係る保険会社等への相談又は届出等のため 

⑧ 法に定められた届出や統計のため 

⑨ サービスの質の向上のための学会発表、研究会等での事例研究発表のため 

⑩ サービスを提供する他の居宅サービス事業者・居宅介護支援事業所等との連携や照会への回答、

医療機関等への情報提供のため 

２．使用にあたっての条件 

① 個人情報の使用は、前項に記載の目的の範囲内で必要最小限に留め、関係者以外には決して漏れ

る事のないよう、細心の注意を払う 

② 事例研究発表等においては、個人を特定できないように仮名等の使用を原則とする 

③ 前項に掲げる事項については、施設利用終了後も同様の取り扱いとする 

2014 年 4 月 1 日 施行 

2015 年 4 月 1 日 改訂 

2015 年 8 月 1 日 改訂 

2015年 10月 1日 改訂 

2016 年 4 月 1 日 改訂 

2017 年 4 月 1 日 改訂 

2018 年 4 月 1 日 改訂 

2020 年 4 月 1 日 改訂 

2021 年 4 月 1 日 改訂 

2021 年 8 月 1 日 改訂 

2022 年 4 月 1 日 改訂 

2022年 10月 1日 改訂 

2023 年 3 月 1 日 改訂 

2023 年 7 月 1 日 改訂 



2024 年 1 月 1 日 改訂 

2024 年 4 月 1 日 改訂 

 



別添      （介護型）ケアハウス宝塚 利用料金表     20240401 

１． 居住に要する費用（管理費）《非課税》 

・月割方式      1 ヶ月   84,300 円 

・5 年分前払い方式   60 ヶ月 5,058,000  円 

● 家賃にあたる費用で(建築総事業費－公的補助金＋借入金利息)÷定員÷240か月(20年) 

により算出しています。 

（１） 月額方式の場合、管理費は毎月分割でお支払いいただきます。 

（２） 5 年分前払い方式の場合、契約日から 10日以内にお振り込みお願いします。 

5 年間（60か月）管理費はいただきません。 

退居時は均等償却で返還します。6年目以降改めて支払い方式の選択になります。 

（３） 月途中の入退居については日割り計算を行います。 

（４） 外泊・入院による不在期間は日割り計算を行いません。 

（５） ご利用者の同意を得て居室を短期入所等に利用した場合は、期間中この料金は不要です。 

 

２． サービスの提供に要する費用（事務費）《非課税》  【法定基準額】 

      ・要支援、要介護   １ヶ月  10,100 円～19,500 円  

● 施設運営の為の人件費・施設運営費などの費用で、本施設を管轄する官庁が定めた金額です。 

法定基準額の変更により改定されます。 

（１） 前年度の対象収入によって金額が異なります。（事務費区分表参照） 

（２） ご夫婦で入居される場合については、お二人の収入を合計し１/２した額が対象収入となり、

その額が１５０万円以下になる場合は上記の事務費基準額から３０％減額した額が１人分

の事務費となります。 

（３） 月途中の入退居については日割り計算を行います。 

（４） 外泊・入院による不在期間は日割り計算を行いません。 

（５） 事務費区分表     （2019年 10 月 1日現在） 

対象収入による区分 費用徴収額（月額） 

1 1,500,000円以下        10,100円 

2 1,500,001円～1,600,000円 13,100円 

3 1,600,001円～1,700,000円 16,200円 

4 1,700,001円～1,800,000円 19,300円 

5 1,800,001円以上 19,500円 

   「対象収入」とは前年の収入（年金、恩給、財産収入等）から、租税、社会保険料、医療費、 

   介護保険利用者負担分などの必要経費を控除した後の収入をいいます。 

 

 

 

 

 

 

 



３． 食事などに要する費用（生活費）《非課税》     【法定基準額】 

１ヶ月 46,940 円   

● 食事サービスに係る費用及び共用部分の光熱水費等にあたる費用で、本施設を管轄する官庁が

定めた金額です。法定基準額の変更により改定されます。 

（１）11月～3 月の 5ヶ月間は共用スペースの暖房等の費用として別途冬季加算金 

（2,160円/月）を頂きます。 

（２） 月途中の入退居については日割り計算を行います。 

（３） 外泊・入院による不在期間は日割り計算を行いません。 

但し、生活費の中の食事費用については、欠食分について食材料費分を控除します。 

（４） ご利用者の同意を得て居室を短期入所等に利用した場合は、期間中この料金は不要です。  

 

４． 居室内電気料金及び水道料金 《非課税》 １ヶ月 3,500 円 

（１）電気料金及び水道料金は、上記の金額を月額定額でご負担頂きます。 

（２）月途中の入退居時及び入院・外泊による不在期間は日割り計算を行います。 

（３） ご利用者の同意を得て居室を短期入所等に利用した場合は、期間中この料金は不要です。  

 

５． 行事食      １回 500 円 《税別》 

  敬老会・クリスマス・正月における食事は、行事食として通常食費に 500円を追加して 

食事を提供します。 

 

６． 介護保険自己負担  《非課税》     【法定基準額】 

● 当施設は介護保険制度の特定施設入居者生活介護等をご利用いただけます。介護保険制度をご

利用いただいた場合、利用者の要介護度に応じた介護保険総額の自己負担分 1割あるいは 2割、

3 割をお支払いいただきます。 

（１）月途中の入退居時及び入院・外泊による不在期間は日割り計算を行います。 

【（介護予防）特定施設入居者生活介護費】     （目安の金額） 

区分 介護給付費の

単位 

10 割負担 

の金額/30 日 

自己負担額（１

割) 

の金額/30 日 

自 己 負 担 額

（２割） 

の金額/30 日 

自己負担額

（３割） 

の金額/30 日 

要支援１ 
183 単位/日 58,633 円 5,864 円/月 11,727 円/月 17,590 円/月 

要支援２ 
313 単位/日 100,285 円 10,029 円/月 20,057 円/月 30,086 円/月 

要介護１ 
542 単位/日 173,656 円 17,366 円/月 34,732 円/月 52,097 円/月 

要介護２ 
609 単位/日 195,123 円 19,513 円/月 39,025 円/月 58,537 円/月 

要介護３ 
679 単位/日 217,551 円 21,756 円/月 43,511 円/月 65,266 円/月 

要介護４ 
744 単位/日 238,377 円 23,838 円/月 47,676 円/月 71,514 円/月 

要介護５ 
813 単位/日 260,485 円 26,049 円/月 52,097 円/月 78,146 円/月 

※ 1 か月 30 日、地域加算（3 級地）1 単位：10.68 円で計算しています。  

 



【加算料金表 Ⅰ】 施設全体が適用を受け、入居者全員に適用される項目 （目安の金額） 

名  称  
1 割の 

金額 

2 割の 

金額 

3 割の 

金額 
内   容 

サービス

提供体制

強化加算

(Ⅰ) 

24 円 

/日 

47円 

/日 
71 円 
/日 

介護職員の総数のうち、介護福祉士の占める割合が 

７０％以上又は、勤続１０年以上の介護福祉士２５％

以上で配置されている場合の加算 

サービス

提供体制

強化加算

(Ⅱ) 

20 円 

/日 

39円 

/日 
58 円 
/日 

介護職員の総数のうち、介護福祉士の占める割合が 

６０％以上で配置されている場合の加算 

夜間看護

体制加算 

Ⅰ 

20 円 

/日 

39円 

/日 

58円 

/日 
（Ⅱ）に加えて、夜勤又は宿直を行う看護職員の数が

1 名以上、かつ、必要に応じて健康上の管理等を行う

体制を確保している場合の加算 

夜間看護

体制加算 

Ⅱ 

10円 

/日 

20円 

/日 

29円 

/日 
「重度化対応指針」を策定した上で看護職員が自宅で

のオンコールの連絡体制をとるなどし、夜間の緊急時

には医療機関と連携して対応を図るための加算 

協力医療

機関連携

加算① 

107円 

/月 

214円 

/月 

321円 

/月 
（Ⅱ）に加え、協力医療機関が急変時の相談体制、診療

の求めがある場合、診療を行う体制を常時確保している

場合の加算 

協力医療

機関連携

加算② 

43円 

/月 

86円 

/月 

129円 

/月 
協力医療機関との間で、入居者等の同意を得て、病歴等

の情報を共有する会議を定期的に開催している場合の

加算 

認 知 症 

専門ケア  

加算Ⅰ 

4 円 

/日 

7円 

/日 

10円 

/日 
認知症日常生活自立度Ⅲ以上の方が 50％以上、「認知症

介護実践リーダー研修」修了者等を必要数配置し、認知

症ケア向上のための取り組みを施設として行った場合 

認 知 症 

専門ケア

加算Ⅱ 

5 円 

/日 

9円 

/日 

13円 

/日 
上記Ⅰの要件を満たし、「認知症介護指導者研修」修

了者等を 1名以上配置の場合 

入居継続

支援加算 

（Ⅰ） 

38 円 

/日 

77円 

/日 

115円 

/日 
介護福祉士が一定以上配置され、たんの吸引等を必要と

する者の占める割合が 15％以上であり、たんの吸引など

のケアの提供を行う特定施設を評価する加算 

入居継続

支援加算 

（Ⅱ） 

24 円 

/日 

48円 

/日 

71円 

/日 
介護福祉士が一定以上配置され、たんの吸引等を必要と

する者の占める割合が 5％以上であり、たんの吸引など

のケアの提供を行う特定施設を評価する加算 

科 学 的 

介護推進 

体制加算 

43円 

/月 

86円 

/月 

129円 

/月 
利用者ごとの ADL値、栄養状態、口腔機能、認知症の状

況、その他の心身の状況等に係る基本的な情報を厚労省

に提出し、データベースから必要な情報を活用した場合

の加算 

介護職員

処遇改善

加算 
※2024 年 5

月 31 日迄 

（介護給付の単位＋各種加

算）×8.2％を加算  
介護職員の賃金改善に加えて賃金以外の処遇に関する

計画を策定・届出を行っている場合の加算 

介護職員

等 特 定 

処遇改善 

加算（Ⅰ） 
※2024 年 5

月 31 日迄 

（介護給付の単位＋各種加

算）×1.8％を加算  
介護職員処遇改善加算を算定の上で、特定介護職員等

への賃金改善等の実施内容を届出し、内容等について

公表している場合。且つ、サービス提供加算(Ⅰ)イ基準

該当施設 



介護職員

等特定処

遇 改 善 

加算（Ⅱ） 
※2024 年 5

月 31 日迄 

（介護給付の単位＋各種加

算）×1.2％を加算  
介護職員処遇改善加算を算定の上で、特定介護職員等

への賃金改善等の実施内容を届出し、内容等について

公表している場合。 

介護職員

等ベース

アップ等

支援加算 
※2024 年 5

月 31 日迄 

介護報酬総単位数× 0.015

（1.5％） 

処遇改善加算(Ⅰ)～(Ⅲ)のいずれかを取得している事業

所であり、賃上げ効果の継続に資するよう加算額の 3 分

の 2 は介護職員等のベースアップ等に使用する。 

 

介護職員

処遇改善

加算(Ⅰ) 
※2024 年 6

月 1 日～ 

介護報酬総単位数×12.8％

を加算  
（Ⅱ）に加え、経験技能のある介護職員を一定割合以上

配置している場合 

介護職員

処遇改善

加算(Ⅱ) 
※2024 年 6

月 1 日～ 

介護報酬総単位数×12.2％

を加算  
（Ⅲ）に加え、改善後の賃金年額 440 万円以上が 1 人

以上おり、職場環境の更なる改善、見える化を行った場

合 

介護職員

処遇改善

加算(Ⅲ) 
※2024 年 6

月 1 日～ 

介護報酬総単位数×11.0％

を加算  
（Ⅳ）に加え、資格や勤続年数等に応じた昇給の仕組み

の整備を行っている場合 

介護職員

処遇改善

加算(Ⅳ) 
※2024 年 6

月 1 日～ 

介護報酬総単位数×8.8％ 

を加算 
加算額の 2 分の 1 以上を月額賃金で配分し、職場環境

の改善、賃金体系等の整備及び研修を実施している場

合 

高齢者施

設等感染

対策向上

加算（Ⅰ） 

11 円 

/月 

22 円 

/月 

32 円 

/月 
新興感染症の発生時等の対応を行う体制の確保、協力

医療機関等と新興感染症以外の一般的な感染症の発生

時等の対応の取り決め、院内感染対策に関する研修又

は訓練に年 1回以上参加している場合の加算 

高齢者施

設等感染

対策向上

加算（Ⅱ） 

6 円 

/月 

11 円 

/月 

16 円 

/月 
診療報酬における感染対策向上加算にかかる届け出を

行った医療機関から、３年に１回以上施設内で感染者

が発生した場合の感染制御等の実地指導を受けている

場合の加算 

生産性向

上推進体

制 加 算

（Ⅰ） 

107円 

/月 

214円 

/月 

321円 

/月 
（Ⅱ）に加え、（Ⅱ）のデータにより業務改善の取組に

よる成果が確認でき、職員間の適切な役割分担の取組

等を行っている場合の加算 

生産性向

上推進体

制 加 算

（Ⅱ） 

11 円 

/月 

22 円 

/月 

32 円 

/月 
利用者の安全・介護サービスの質の確保・職員の負担軽

減に資する方策を検討する委員会の開催や必要な安全

対策を講じ、改善活動を継続的に行い、効果を示すデー

タを提供した場合の加算 

 

 

  



【加算料金表Ⅱ】 入居者個人別にサービスに応じて適用される項目 （目安の金額） 

名  称 1 割の 

金額 

2 割の 

金額 
3 割の

金額 
内   容 

個別機能訓練加算（Ⅰ） 13 円 

/日 

26円 

/日 

39円 

/日 
機能訓練指導員（看護職員等）が、入

居者ごとに個別機能訓練計画を作成

し、計画的に機能訓練を行った場合の

加算 

個別機能訓練加算（Ⅱ） 22円 

/月 

43円 

/月 

64円 

/月 

個別機能訓練の計画内容等の情報を厚

生労働省への提出し、データベースから

必要な情報を活用した場合の加算。 

看取り介護加算 
(死亡日 31 日前～45 日前) 

医師が医学的知見に基づき回復の見込

みがないと診断した入居者に対して、入

居者又はその家族等の同意を得て、医

師・看護職員・介護職員が共同して、看

取り介護等を行った場合の加算 

 

※看取り介護加算（Ⅱ） 

看取り期において夜勤又は宿直により

看護師が配置されている場合  

77円 

/日 

154円 

/日 

 

231円 

/日 

(死亡日 4 日前～30 日前) 

154円 

/日 

308円 

/日 

 

462円 

/日 

(死亡日の前日および前々日） 

727円 

/日 

1,453

円/日 

2,179

円/日 

(死亡日当日） 

1,367円

/日 

2,734円

/日 

4,101

円/日 

退院・退所時連携加算 32 円 

/日 

64円 

/日 

96円 

/日 
病院等を退院した者を受け入れる場合

の医療提供施設との連携等を評価する

加算（入居から 30日以内に限る） 

生活機能向上連携加算（Ⅰ） 107円 

/月 

214円 

/月 

321円 

/月 
自立支援・重度化防止に資する介護を

推進するため、外部のリハビリテーシ

ョン専門職等から助言を受け計画作成

をした場合の加算 

生活機能向上連携加算（Ⅱ） 214円 

/月 

428円 

/月 

641円 

/月 
自立支援・重度化防止に資する介護を

推進するため、外部のリハビリテーシ

ョン専門職等が訪問して行う場合の加

算 

ＡＤＬ維持等加算（Ⅰ） 32円 

/月 

64円 

/月 

96円 

/月 
利用者のＡＤＬを厚生労働省の評価ス

ケールに基づいて提出しＡＤＬ維持改

善の数値が適合した場合の加算 

ＡＤＬ維持等加算（Ⅱ） 64円 

/月 

128円 

/月 

192円 

/月 
評価対象利用者等の数値が、基準値以

上の場合の加算 

若年性認知症入居者受入加

算 

129円 

/日 

257円 

/日 

385円 

/日 
若年性認知症の人を受け入れ、本人や

その家族の希望を踏まえたサービスを

評価する加算 

口腔・栄養スクリーニング

加算（Ⅰ） 

22円 

/回 

43円 

/回 

64円 

/回 
介護職員等が利用開始及び 6 か月ごと

に口腔の健康状態及び栄養状態につい

て口腔・栄養スクリーニングした場合

の加算 



口腔・栄養スクリーニング

加算（Ⅱ） 

6円 

/回 

11円 

/回 

16円 

/回 

介護職員等が口腔状態と栄養状態のい

ずれかのスクリーニングをした場合の加算 

退所時情報提供加算 267円 

 /回 

534円 

 /回 

801円 

 /回 
医療機関へ退所した場合、医療機関に

本人の心身の状況、生活歴等の情報を

提供した場合の加算 

新興感染症等施設療養費 257円 

/日 

513円 

/日 

769円 

/日 
入所者等が別に厚生労働大臣が定め

る感染症に感染した場合に相談、診

療、入院調整等を行う医療機関を確保

し、当該感染症に感染した入所者等に

対し、適切な感染対策を行い、該当す

る介護サービスを行った場合の加算 

※ 老人福祉法、介護保険法及び関連法令等の改正があった場合には、変更された内容に合わせて

利用料金表を改定いたします。その場合には事前に変更内容について通知いたします。また、

加算適用要件が整い、指定が得られたものについては、算定させていただきます。その場合は、

事前に内容について説明いたします。 

※ ご利用者に介護保険料の未納がある場合は、自己負担額について上表と異なることがあります。 

７．職員過配置費用 《非課税》 １ヶ月 34,600 円 

● 当施設は「介護型」で介護が必要な状態等の利用者の方に安心して生活していただけるよう、

特定施設入居者生活介護の基準職員である３対１の配置（利用定員 3人に対し 1人の職員）を

した上で、全室個室を考慮して法定基準より手厚い 2.5対１の介護体制としています。そこで、

この介護体制完備に必要な職員配置に対する利用者のご負担金としてお支払いいただきます。 

（１） 月途中の入退居については日割り計算を行います。 

（２） 外泊・入院による不在期間は日割り計算を行いません。 

※外泊・入院時にも 2.5 対１の介護体制を維持する必要性から、契約期間中の全ての日数

分の料金をお支払いいただきます。 

（３） ご利用者の同意を得て居室を短期入所等に利用した場合は、期間中この料金は不要です。      

８．その他の料金 《税別》 

  以下にあげる料金は全て、利用者の任意選択により発生する費用です。 

①オムツ代 

・オムツ代は、実費負担となります。オムツを持ち込み使用することも可能です。  

②個別の外出並びに指定協力医療機関以外の通院及び入退院時の付添費 

 但し、施設体制や介護状況により適時に利用できない場合があります。 

３０分 １,５００円 ／ 職員 1人につき 

（１）交通費については介護タクシー等、利用していただき実費負担となります。 

（２）原則、対応範囲は宝塚市、隣接の伊丹市・川西市・西宮市までとさせていただきます。 

（３）入退院の送り迎えに伴う職員のみの移動に関して、交通費はご利用者様にご負担いただ 

きます。 

③理美容サービス料 

・週に１回、理美容師の出張による理美容サービス（調髪、洗髪等）が行われます。任意の 

利用で、利用料金の実費負担となります。 

④入浴料 

・週２回の入浴は介護保険給付の介護サービスです。 



・週３回目以降の入浴料金。施設が独自に行う介護サービスです。 

但し、浴室の空き状況や施設体制・介護状況により利用できない場合もあります。 

３０分 １，０００円 ／ 職員 1人につき 

介助（誘導、見守り含む）が不要な場合は無料です。 

⑤預かり金管理サービス 

・原則として施設では利用者の金銭預貯金の管理はしません。 

やむを得ない場合は、利用者の希望により、預り金管理サービスを利用できます。 

  ・サービスの管理内容については「重要事項説明書」をご参照ください。 

利用料金は 1ヶ月当り ８００円です。 

・月途中の入退居時及び入院・外泊による不在期間は日割り計算を行いません。 

⑥レクリエーション、クラブ活動 

ご契約者の希望によりレクリエーションやクラブ活動に参加していただくことができます。 

利用料金：材料代等の実費をいただきます。 

⑦複写物の交付 

ご契約者は、サービス提供についての記録その他の複写物を必要とする場合には実費相当分とし

て下記の金額をご負担いただきます。１枚につき： １０円（白黒） ５０円（カラー） 

  ⑧有償サービス利用料 

①～⑦に該当しない生活支援・介護サービスに関して、ご契約者の希望により提供したサー 

ビスに対する費用です。 

３０分 １，０００円 ／ 職員1人につき 

 

 

 

 

 

  



⑧【日常生活費費用分担表】 

日常生活費 

区分基準 

利用料金に含まれるもの 

◇日常生活に必要な諸費用のうち、利用者共通で必要とされる諸費用とし 

て、本施設から一律に提供されるべきもの。 

利用料金に含まれないもの 

◇日常生活に必要な諸費用のうち、明らかに特定の個人の消費・所有と認 

められるもの。 

◇個人の嗜好性の強いもの 

分類 内容・内訳 
利用料に 

含まれる 含まれない 

  介護用品 

紙オムツ等の介護消耗品  ○ 

施設保有の共用福祉用具 ○  

個人のニーズに適応した福祉用具  ○ 

ベッド（介護型のみ） ○  

食事 
食器類（共用食堂用） ○  

食器類（居室用）  ○ 

排泄 

トイレットペーパー（共用トイレ用） ○  

トイレットペーパー（居室トイレ用） ○  

消臭剤（共用トイレ用） ○  

消臭剤（居室トイレ用）  ○ 

入浴 
石鹸・シャンプー・リンス ○  

タオル・バスタオル  ○  

洗面／脱衣 

ハブラシ・歯磨き粉  ○ 

ドライヤー（共用） ○  

ドライヤー（居室用）  ○ 

体重計（共用） ○  

洗濯 

個人の日常衣類 ○  

個人所有でクリーニング業者に委託する必要があ

るもの（セーター類など） 
 ○ 

シーツ・枕カバー・布団カバー 

（リース品に限る） 
○  

その他本施設の共用所有物（カーテン類など） ○  

身だしなみ 

爪切り・耳かき（共用） ○  

爪切り・耳かき（個人用）  ○ 

髭剃り  ○ 

化粧品  ○ 

理美容 理美容  ○ 

寝具 

布団・枕・ベッドパット（リース品に限る） ○  

シーツ・枕カバー・布団カバー 

（リース品に限る） 
○  



医療費 病院受診等に伴う医療費・薬剤費の自己負担  ○ 

健康管理 

救急箱（共用） ○  

血圧計（共用） ○  

看護職員による健康相談（非医療） ○  

インフルエンザ予防接種  ○ 

定期健康診断  ○ 

その他の生活

一般 

ティッシュペーパー類（共用） ○  

ティッシュペーパー類（居室用）  ○ 

靴（個人用）  ○ 

新聞・雑誌・その他書類（個人用）  ○ 

通信費 

電報電話費・郵便・宅急便配送料 

居室の電話について 

NTT西日本との個人契約、直接払い 

 

○ 

その他 

※その他、上記の基準・区分に厳密に当てはまらないもの、性格が曖昧 

なものについては、個別に本施設とご利用者・ご家族と協議します。 

※緊急性を要するもの、突発的なもの等については、ご利用者・ご家族とご

相談させていただく場合があります。 

 

※ この「利用料金に関する説明書」には消費税が含まれていません。 

《非課税》表記以外のものには消費税が課税されます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



≪月額基本プラン≫

要支援・要介護の方

①事務費

　　※　上記表の事務費上限は定員60名、全て要支援・介護の方が入居された場合の金額です。

　　※　自立の方については下記①～④の合計に⑦その他の費用がかかります。

特定施設入居者生活介護　≪　ケアハウス宝塚　利用料金一覧表　≫
20240401

◇　お支払方法：管理費（家賃に相当）の支払い方法が
　　月額基本プランと５年分前払いプランの２通りあります。

○   要支援・要介護の利用料金は下記①～⑤の合計に、介護保険上の⑥特定施設入居者生活介護費と
　　介護保険上の加算金額、⑦その他費用がかかります。

（概算月額：円）

            管理費(家賃)を月額とする方式です。

260,154

266,786

206,430

218,926

240,937

247,377

254,106

260,354

266,986

244,077

250,806

257,054

263,686

206,230

218,726

212,526

234,537

240,977

247,706

253,954

260,586

203,130

215,626

237,637

②生活費
③管理費
④居室光熱水費
⑤職員過配置費用
①～⑤
ケアハウス費用合計

179,440

182,440

185,540

188,640

188,840

※　上記料金表は、定員７０名全員が要支援・要介護の方が入居された場合の①事務費上限額です。
　　自立の方の入居割合によって金額に変更があります。

※　上記料金表には、介護保険上の加算は含まれておりません。

※　自立の方の料金は①事務費上限額が変わりますが、①～④の合計に⑦その他の費用になります。

①～⑥
3割負担合計

197,030

209,526

231,537

237,977

244,706

250,954

257,586

200,030

240,737

247,177

253,906

206,206 223,572

要介護２ 208,353 227,865

要介護５ 214,889 240,937

240,737

5
1,800,001円

  以上
19,500

要支援１ 194,704 200,567

要支援２ 198,869

4
1,700,001円

  ～
1,800,000円

19,300

要介護５ 214,689

要介護３ 210,596 232,351

要介護４ 212,678 236,516

208,897

要介護１

227,665

要介護３ 210,396 232,151

要介護４ 212,478 236,316

200,367

要支援２ 198,669 208,697

要介護１ 206,006 223,372

要支援１ 194,504

要介護２ 208,153

209,378 233,216

要介護５ 211,589 237,637

要介護２ 205,053 224,565

要介護３ 207,296 229,051

3
1,600,001円

 ～
 1,700,000円

16,200

要支援１ 191,404 197,267

要介護３ 204,196 225,951

要介護４ 206,278 230,116

要支援２ 195,569 205,597

要介護１

2
1,500,001円

 ～
1,600,000円

202,906 220,272

要介護５ 208,489 234,537

要介護４

要介護２ 201,953 221,465

1
1,500,000円

以下
10,100

要介護５ 205,489

218,465

要支援２ 192,469

222,951

要介護４ 203,278 227,116

要介護３ 201,196

要介護２ 198,953

対象収入による
階層区分

（年収：　　円）
要介護度

①～⑥
1割負担合計

①～⑥
２割負担合計

202,497

要介護１ 199,806 217,172

231,537

191,167

要支援２ 189,469 199,497

要介護１ 196,806 214,172

要支援１ 185,304

13,100

要支援１ 188,304 194,167

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



≪5年分前払いプラン≫
（入居時に5,058,000円）

①事務費

　　※　上記表の事務費上限は定員60名、全て要支援・介護の方が入居された場合の金額です。

　　※　自立の方については下記①～④の合計に⑦その他の費用がかかります。

※　自立の方の料金は①事務費上限額が変わりますが、①～④の合計に⑦その他の費用になります。

134,434

156,253

162,597

169,325

175,477

182,109

管理費(家賃)の5年分を前払いして、5年間管理費をなしにする方式。
6年目以後改めてプランの選択になります。
(退居時は均等償却で返還します)

（概算月額：円）

178,809

121,834

134,234

156,053

162,397

169,125

175,277

181,909

122,034

162,925

169,077

175,709

118,734

131,134

152,953

159,297

166,025

172,177

146,853

153,197

159,925

166,077

172,709

115,634

128,034

149,853

156,197

①～⑥
3割負担合計

112,634

125,034

要介護３ 126,135 147,730

要介護４ 128,186 151,831

5 123,893

124,469

②生活費
③－－－－
④居室光熱水費
⑤職員過配置費用
①～⑤ケアハウス費
用合計

95,140

98,140

要介護２ 143,245

※　上記料金表は、定員７０名全員が要支援・要介護の方が入居された場合の①事務費上限額です。
　　自立の方の入居割合によって金額に変更があります。

※　上記料金表には、介護保険上の加算は含まれておりません。

118,069

1,800,001円
  以上

19,500

要支援１ 110,372 116,203

要支援２ 114,505

123,693

148,531

要介護５ 127,097 152,953

要介護２ 120,593 139,945

104,340

104,540

156,253

要介護１ 115,378 132,615

要介護２

130,397

4
1,700,001円

  ～
1,800,000円

19,300

要介護５ 130,197

要介護５

143,045

要介護３ 125,935 147,530

要介護４ 127,986 151,631

116,003

要支援２ 114,305

要介護１ 121,778 139,015

124,269

要介護１ 121,578 138,815

要支援１ 110,172

要介護２

156,053

3
1,600,001円

 ～
 1,700,000円

16,200

要支援１ 107,072 112,903

要介護１ 118,478 135,715

要介護４ 124,886

101,240

要介護３ 122,835 144,430

要介護３ 119,735 141,330

要介護４ 121,786 145,431

要支援２ 111,205 121,169

要介護５ 123,997 149,853

117,493 136,845

146,853

2
1,500,001円

～
1,600,000円

13,100

要支援１ 103,972 109,803

要支援２ 108,105

1
1,500,000円

以下
10,100

要介護５ 120,997

133,845

要介護３ 116,735 138,330

要介護４ 118,786 142,431

106,803

要支援２ 105,105 115,069

要介護１ 112,378 129,615

要支援１ 100,972

要介護２ 114,493

要支援・要介護の方

対象収入による
階層区分

（年収：　　円）
要介護度

①～⑥
1割負担合計

①～⑥
２割負担合計

①事務費

　　※　上記表の事務費上限は定員60名、全て要支援・介護の方が入居された場合の金額です。

　　※　自立の方については下記①～④の合計に⑦その他の費用がかかります。

134,626

156,637

163,077

169,806

176,054

182,686

（概算月額：円）

179,386

121,930

134,426

156,437

162,877

169,606

175,854

182,486

122,130

163,406

169,654

176,286

118,830

131,326

153,337

159,777

166,506

172,754

147,237

153,677

160,406

166,654

173,286

115,730

128,226

150,237

156,677

①～⑥
3割負担合計

112,730

125,226

要介護３ 126,296 148,051

要介護４ 128,378 152,216

5 124,053

124,597

要介護２ 143,565

②生活費
③－－－－
④居室光熱水費
⑤職員過配置費用
①～⑤ケアハウス
費用合計

95,140

98,140

118,197

1,800,001円
  以上

19,500

要支援１ 110,404 116,267

要支援２ 114,569

123,853

148,916

要介護５ 127,289 153,337

要介護２ 120,753 140,265

104,340

104,540

156,637

要介護１ 115,506 132,872

要介護２

130,589

4
1,700,001円

  ～
1,800,000円

19,300

要介護５ 130,389

要介護５

143,365

要介護３ 126,096 147,851

要介護４ 128,178 152,016

116,067

要支援２ 114,369

要介護１ 121,906 139,272

124,397

要介護１ 121,706 139,072

要支援１ 110,204

要介護２

156,437

3
1,600,001円

 ～
 1,700,000円

16,200

要支援１ 107,104 112,967

要介護１ 118,606 135,972

要介護４ 125,078

101,240

要介護３ 122,996 144,751

要介護３ 119,896 141,651

要介護４ 121,978 145,816

要支援２ 111,269 121,297

要介護５ 124,189 150,237

117,653 137,165

147,237

2
1,500,001円

～
1,600,000円

13,100

要支援１ 104,004 109,867

要支援２ 108,169

1
1,500,000円

以下
10,100

要介護５ 121,189

134,165

要介護３ 116,896 138,651

要介護４ 118,978 142,816

106,867

要支援２ 105,169 115,197

要介護１ 112,506 129,872

要支援１ 101,004

要介護２ 114,653

要支援・要介護の方

対象収入による
階層区分

（年収：　　円）
要介護度

①～⑥
1割負担合計

①～⑥
２割負担合計

※　自立の方の料金は①事務費上限額が変わりますが、①～④の合計に⑦その他の費用になります。

※　上記料金表は、定員７０名全員が要支援・要介護の方が入居された場合の①事務費上限額です。
　　自立の方の入居割合によって金額に変更があります。

※　上記料金表には、介護保険上の加算は含まれておりません。

 

 

 


